


一般財団法人運輸・交通ＳＡＳ対策支援センター 定款

第Ϩ❶ 総  則

（ྡ ⛠）

第 1条 この法人は、一⯡㈈団法人㐠㍺࣭通㹑㸿㹑ᑐ⟇支࣮ࢱࣥࢭと⛠する。 
２.この法人のⱥᩥྡを Sleep Apnea Syndrome Support 㹁enter （␎⛠ SAS Center）
と⛠する。

（たる事務ᡤ）

第２条 この法人は、たる事務ᡤをᮾி㒔新ᐟ༊に置く。

２.この法人は、理事会の決議を⤒て、ᚲ要な地にᚑたる事務ᡤを置くことができる。

（┠ ⓗ）

第３条 この法人は、╧╀྾㞀ᐖ等に関する࣮ࣜࢡࢫニ᳨ࣥࢢᰝ、その他の㐠㍺࣭通等

の事業にᚑ事する者のᗣの⥔ᣢ࣭管理に関する事業等を行うことにより、㐠㍺࣭通事業

等における事ᨾの㍍ῶ࣭㜵Ṇ、Ᏻᛶのྥୖをᅗり、もって、人と⎔ቃにඃしい社会のᙧᡂ

及び公共の⚟♴のቑ㐍に㈨することを┠ⓗとする。

（事 業）

第４条 この法人は、前条の┠ⓗを㐩ᡂするため、次の事業を行う。

(１) ╧╀྾㞀ᐖに関する࣮ࣜࢡࢫニ᳨ࣥࢢᰝ
(２) 㐠㍺࣭通等の事業にᚑ事する者等のᗣの⥔ᣢ࣭管理に関するㄪᰝ
(３) 㐠㍺࣭通等の事業にᚑ事する者等のᗣの⥔ᣢ࣭管理に関する報ᥦ౪およびၨⓎ
άື

(4) 㐠㍺࣭通等にಀる事業者等にᑐするᦆᐖಖ㝤等のྲྀᢅ
(5) 前ྛ号に掲げる事業の᥎㐍にᚲ要な⤒費の支ᘚにてるための㐠㍺࣭通等にಀる事業
者等からの事務ཷク

(㸴) その他この法人の┠ⓗを㐩ᡂするためにᚲ要な事業
２.前項の事業は、ᮏ㑥及びᾏ外において行うものとする。

（公࿌の方法）

第５条 この法人の公࿌は、㟁Ꮚ公࿌により行う。

２．事ᨾその他ࡴࡸをᚓない事⏤により㟁Ꮚ公࿌による公࿌をすることができないሙ合

は、官報に掲㍕する方法による。
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第 ϩ ❶   ㈈⏘及び会計

（設立㈈⏘及び౯㢠）

第㸴条 この法人の設立にあたっての、設立者がᣐฟする㈈⏘及びその౯㢠は、次のとおり

とする。

（１）㧘 ᶫ ᴿ 一 ⌧㔠  㔠１㸮㸮

（２）別 ᡤ ᜤ 一 ⌧㔠  㔠１㸮㸮

（３）㧘 ⏣  ᐶ ⌧㔠  㔠１㸮㸮

（ᇶᮏ㈈⏘）

第㸵条 この法人の設立にあたって、設立者がᣐฟする㈈⏘は、第３条の┠ⓗ事業を行うた

めに可欠なᇶᮏ㈈⏘とし、ࡴࡸをᚓない理⏤によりその一㒊をฎ分しようとするとき及

びᇶᮏ㈈⏘から除外しようとするときは、あらかࡌめ評議員会において議決にຍࢃること

のできる評議員の３分の２以ୖに当たるከ数のᢎ認をཷけなけれࡤならない。

２.このᇶᮏ㈈⏘は、ᐤ㝃された㈈⏘とし、ᣐฟ者への㏉㑏義務は㈇ࢃないものとする。
（事業年度）

第㸶条 この法人の事業年度は、ẖ年４᭶１᪥から⩣年３᭶３１᪥までの年１期とする。

第Ϫ❶   評議員及び評議員会

第１節 評 議 員

（評議員）

第９条 この法人に、評議員３ྡ以ୖ 7ྡ以内を置く。 

（選任及び解任）

第１㸮条 評議員の選任及び解任は、一⯡社団法人及び一⯡㈈団法人に関する法律第 179
条から第 195条の規定にᚑい、評議員会において行う。 

２．評議員を選任するሙ合は、次のྛ号のいࡎれも満たさなけれࡤならない。

（１）ྛ 評議員について、次のイからへまでに該当する評議員の合計数が評議員数の３分の

１を超えないものであること

イ 当該評議員及びその配偶者又は３等親内の親族

ロ 当該評議員と፧ጻのᒆけをしていないが事ᐇୖ፧ጻ関ಀと同ᵝの事にある者

ハ 当該評議員の使用人

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員からཷける㔠㖹その他の㈈⏘によ

って生計を⥔ᣢしているもの
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ホ ハ又はニの掲げる者の配偶者

へ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一にするも

の

（２）他の同一団体（公益法人を除く。）の次のイからニまでに該当する評議員の合計数が

評議員の総数の３分の１を超えないものであること

イ 理事

ロ 使用人

ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めの

あるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者

ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除く。）

である者

①国の機関

②地方公共団体

③独立行政法人通則第２条第１項に規定する独立行政法人

④国立大学法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条３項に規定する大学共同利用

期間法人

⑤地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人

⑥特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設

置法第４条第１５号の規定の適用をうけるものをいう。）又は認可法人（特別の法律により

設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人をいう。）

３．評議員は、この法人の理事、監事又は使用人を兼ねることができない。

（任 期）

第１１条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。

２．任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議

員の任期満了する時までとする。

３．評議員は、第９条に定める定数に足りなくなるときには、任期満了又は辞任より退任

した後も新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。

（報酬等）

第１２条 評議員は無償とする。ただし、評議員には、その職務を行うために要する費用の

支払をすることができる。

第２節 評議員会

（権 限）
第１３条 評議員会は、次の事項について決議する。

(1) 評議員、理事及び監事の選任及び解任
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(2) 理事及び監事の報酬等の㢠

(3) ㈚ᑐ↷表及びᦆ益計⟬᭩（ṇ㈈⏘ቑῶ計⟬᭩）のᢎ認

(4) 定Ḱのኚ᭦

(5) ṧవ㈈⏘のฎ分

(6) ᇶᮏ㈈⏘のฎ分又は除外のᢎ認

(7) 合ే୪びに事業の㒊又は一㒊のㆡΏ

(8) その他評議員会で決議するものとして法௧又はこの定Ḱで定められた事項

（㛤 ദ）

第１４条 評議員会は、定時評議員会としてẖ事業年度終了後３⟠᭶以内に１ᅇ㛤ദする

。か、ᚲ要があるሙ合に㛤ദする

（ᣍ 㞟）

第１５条 評議員会は、法௧に特ẁの定めがあるሙ合を除き、理事会の決議にᇶ࡙き、理事

㛗がᣍ㞟する。

（ᣍ㞟の通▱）

第１㸴条 理事㛗は、評議員会の㛤ദの１㐌間前までに、評議員にᑐし、会議の᪥時、ሙᡤ

及び┠ⓗである事項をグ㍕した᭩㠃又は㟁☢ⓗ方法をもってᣍ㞟の通▱をⓎしなけれࡤな

らない。

２．前項にかかࢃらࡎ、評議員員の同ពがあるときは、ᣍ㞟のᡭ⥆きを⤒ることなく、評

議員会を㛤ദすることができる。

（議 㛗）

第１㸵条 評議員会の議㛗は、評議員会において、ฟᖍした評議員の୰から選ฟする。

（決 議）

第１㸶条 評議員会の決議は、議決にຍࢃることのできる評議員の㐣༙数がฟᖍし、その㐣

༙数をもって行う。

２．決議について特別の利ᐖ関ಀを有する評議員は、議決権を行使することができない。

３．前項の規定にかかࢃらࡎ、次の議決は、議決にຍࢃることのできる評議員の３分の２

以ୖに当たるከ数をもって行う。

（１） 監事の解任

（２） 定Ḱのኚ᭦

（３） ᇶᮏ㈈⏘のฎ分又は除外のᢎ認

（４） 合ే୪びに事業の㒊又は一㒊のㆡΏ

（５） その他法௧で定められた事項
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（決議の省␎）

第１９条 理事が、評議員会の┠ⓗである事項についてᥦしたሙ合において、そのᥦに

ついて、議決にຍࢃることのできる評議員の員が᭩㠃又は㟁☢ⓗグ㘓により同ពにពᚿ

表♧をしたときは、そのᥦを可決する᪨の評議員会の決議があったものとࡳなす。

（議事㘓）

第２㸮条 評議員会の議事については、法௧の定めるとこࢁにより議事㘓をసᡂする。

２．前項の議事㘓には、議㛗及び議㛗が選任した議事㘓⨫ྡ人 1 ྡ以ୖが⨫ྡし、又はグྡ
ᢲ༳する。 

第ϫ❶ 役員及び理事会

第１節 役員

（役員）

第２１条 この法人に、次の役員を置く。

理事 ３ྡ以ୖ 7 ྡ以内 
監事 ３ྡ以内
２．理事のうち１ྡを理事㛗とし、一⯡社団法人及び一⯡㈈団法人に関する法律ୖの代表理

事とする。

３．理事㛗以外の理事のうち、２ྡ以内をᖖ務理事とし、ᖖ務理事をもって同法第９１条第

１項第２号の業務執行理事とする。

（選任等）

第２２条 理事及び監事は、評議員会において選任する。

２．理事㛗及びᖖ務理事は、理事会において選定する。

３．ྛ 理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族その他特別の関ಀがある

者である理事の合計数が、理事の総数の３分の１を超えてはならない。監事についても、同

ᵝとする。

４．他の同一の団体（公益法人を除く。）の理事又は使用人である者その他これに‽ࡎる┦

にᐦ᥋な関ಀにある者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えてはならな

い。監事についても、同ᵝとする。

５．監事は、この法人又はそのᏊ法人の理事又は使用人を兼ねることができない。

（理事の職務権限）
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第２３条 理事は理事会をᵓᡂし、この定Ḱに定めるとこࢁにより、この法人の業務の執行

を決定する。

２．理事㛗は、この法人を代表し、その業務を執行する。

3. ᖖ務理事は、理事㛗を補బし、業務を執行する。
4. 理事㛗及びᖖ務理事はẖ事業年度４⟠᭶を㉺える間㝸で２ᅇ以ୖ、⮬ᕫの職務の執行の
≧ἣを理事会に報࿌しなけれࡤならない。

（監事の職務権限）

第２４条 監事は、理事の職務の執行を監ᰝし、法௧で定めるとこࢁにより監ᰝ報࿌をసᡂ

する。

２．監事は、前項にᇶ࡙きసᡂした監ᰝ報࿌を、当該事業年度終了後３ࣨ᭶以内に理事に通

▱する。

3. 監事は、いつでも、理事及び使用人にᑐし事業の報࿌をồめ、又はこの法人の業務及び
㈈⏘の≧ἣをㄪᰝすることができる。

4. 監事は、理事がṇの行為をし、ⱝしくは当該行為をするおそれがあると認めるとき、
又は法௧ⱝしくは定Ḱに㐪する事ᐇⱝしくはⴭしく当な事ᐇがあると認めるときは、

㐜なく、その᪨を理事会に報࿌しなけれࡤならない。

5. 監事は、理事会にฟᖍし、ᚲ要があると認めるときは、ពぢを㏙なけれࡤならない。
㸴 監事は、前項に規定するሙ合において、ᚲ要があると認めるときは、理事㛗にᑐし、理

事会のᣍ㞟をㄳồすることができる。

7. 前項の規定によるㄳồがあった᪥から５᪥以内に、そのㄳồがあった᪥から２㐌間以内
の᪥を理事会の᪥とする理事会のᣍ㞟の通▱がⓎࡏられないሙ合は、そのㄳồをした監事

は、理事会をᣍ㞟することができる。

8. 監事は、理事が評議員会にᥦฟしようとする議、᭩㢮その他法௧で定めるものをㄪᰝ
しなけれࡤならない。このሙ合において、法௧ⱝしくは定Ḱに㐪し、又はⴭしく当な事

項があると認めるときは、そのㄪᰝの結ᯝを評議員会に報࿌する。

9. 監事は、理事がこの法人の┠ⓗの⠊ᅖ外の行為、その他法௧ⱝしくは定Ḱに㐪する行
為をし、又はこれら行為をするおそれがあるሙ合において、当該行為によってこの法人にⴭ

しいᦆᐖが生ࡎるおそれがあるときは、当該理事にᑐし、その行為をࡸめることをㄳồする

ことができる。

10. その他法௧及びこの定Ḱで定めるとこࢁにより、監事の職務を執行する。

（任 期）

第２５条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。

２．監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評

議
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員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。

３．補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期満了する時までとする。

４．理事又は監事は、第２1条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任に
より選ฟした後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義

務を有する。

（役員の解任）

第２㸴条 理事又は監事が、次のいࡎれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任

することができる。

(1)職務ୖの義務に㐪し、又は職務をᛰったとき
(2)ᚰ㌟のᨾ㞀のため、職務の執行に支㞀があり、又はこれにሓえないとき
（報酬等）

第２㸵条 理事及び監事は、無報酬とする。ただし、ᖖの理事及び監事にᑐしては、評議

員会において別に定める総㢠の⠊ᅖ内で、評議員会において別に定める報酬等の支⤥のᇶ

‽にᚑって⟬定した㢠を報酬等として支⤥することができる。

第２節  理事会

（権 限）

第２㸶条 理事会は、この定Ḱに別に定めるもののか、次の職務を行う。

(1) この法人の業務執行の決定
(2) 理事の職務の執行の監╩
(3) 理事㛗及びᖖ務理事の選定及び解職

（㛤 ദ）

第２９条 理事会は、定時理事会及び⮫時理事会とする。

２. 定時理事会は、ẖ事業年度２ᅇ㛤ദする。
3. ⮫時理事会は、次のྛ号の一に該当するሙ合に㛤ദする。
（１）理事㛗がᚲ要と認めたとき

（２）理事㛗以外の理事から理事㛗にᑐし、理事会の┠ⓗである事項をグ㍕した᭩㠃をもっ

てᣍ㞟のㄳồがあったとき

（３）前号の規定によるㄳồがあった᪥から５᪥以内に、そのㄳồがあった᪥から２㐌間以

内の᪥を理事会の᪥とする理事会のᣍ㞟の通▱がⓎࡏられないሙ合において、そのㄳồを

した理事がᣍ㞟したとき

（４）第２4 条第㸴項の規定により、監事から理事㛗にᑐし、ᣍ㞟のㄳồがあったとき
（５）前号の規定によるㄳồがあった᪥から５᪥以内に、そのㄳồがあった᪥から２㐌間以

内の᪥を理事会の᪥とする理事会のᣍ㞟の通▱がⓎࡏられないሙ合において、そのㄳồを
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した監事がᣍ㞟したとき

（ᣍ 㞟）

第３㸮条 理事会は、法௧に特ẁの定めがあるሙ合を除き、理事㛗がこれをᣍ㞟する。

２．理事㛗が欠けたとき、又は理事㛗に事ᨾがあるときは、ྛ理事が理事会をᣍ㞟する。

３．理事及び監事員の同ពがあるときは、ᣍ㞟のᡭ⥆きを⤒ないで理事会を㛤ദすること

ができる。

（議 㛗）

第３１条 理事会の議㛗は、理事㛗がこれにあたる。ただし、理事㛗がᅾのとき又は理事

㛗に事ᨾがあるときは、あらかࡌめ理事会において定めた㡰ᗎにより他の理事がこれにあ

たる。

（決 議）

第３２条 理事会の決議は、この定Ḱに別ẁの定めがあるもののか、議決にຍࢃることの

できる理事の㐣༙数がฟᖍし、その㐣༙数をもって行う。

２．決議について特別の利ᐖ関ಀを有する理事は、議決権を行使することができない。

３．前項の規定にかかࢃらࡎ、理事が理事会の決議の┠ⓗである事項についてᥦをしたሙ

合において、当該ᥦにつき理事（当該事項について議決にຍࢃることができるものに限

る。）の員が᭩㠃又は㟁☢ⓗグ㘓により同ពのពᛮ表♧を♧したとき（監事が当該ᥦに

ついて␗議を㏙たときを除く。）は、当該ᥦを可決する᪨の理事会の決議があったもの

とࡳなす。

（議事㘓）

第３３条 理事会の議事については、法௧の定めるとこࢁにより、議事㘓をసᡂする。

２．ฟᖍした理事㛗及び監事は、前項の議事㘓に⨫ྡし、又はグྡᢲ༳する。

第Ϭ❶ 㢳ၥおよび㈶ຓ会員

(㢳ၥ) 
第 34条 ๐除

（㈶ຓ会員）

第３５条 この法人の┠ⓗに㈶同し、その事業に༠ຊしようとする者を㈶ຓ会員とする。

２．㈶ຓ会員及び㈶ຓ会費に関してᚲ要な事項は、理事会のᢎ認をཷけて、理事㛗が別に定

める。

第ϭ❶ 定Ḱのኚ᭦及び合ే及び解ᩓ等
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（定Ḱのኚ᭦）

第３㸴条 この定Ḱは、評議員会において、議決にຍࢃることのできる評議員の３分の２以

ୖに当たるከ数の議決によってኚ᭦することができる。

２．この法人の┠ⓗ、事業及び評議員の選任及び解任の方法についても、同ᵝとする。

（合ే等）

第３㸵条 この法人は、評議員会において、議決にຍࢃることのできる評議員の３分の２以

ୖに当たるከ数の議決により、他の一⯡法人法ୖの法人との合ే又は事業の㒊もしくは

一㒊のㆡΏをすることができる。

（解ᩓ）

第３㸶条 この法人は、ᇶᮏ㈈⏘の⁛ኻその他の理⏤によるこの法人の┠ⓗである事業の

ᡂຌの⬟その他法௧に定める事⏤によって解ᩓする。

（ṧవ㈈⏘のᖐᒓ等）

第３９条 この法人がΎ⟬するሙ合において有するṧవ㈈⏘は、評議員会の決議により、こ

の法人と㢮ఝの事業を┠ⓗとする他の公益法人又は国もしくは地方公共団体に㉗するも

のとする。

２．この法人は、వ㔠の分配は行ࢃない。

第Ϯ❶ 㞧則

（事務ᒁ）

第４㸮条 この法人の事務をฎ理するため、事務ᒁを置く。

2. 事務ᒁには、事務ᒁ㛗及びᡤ要の職員を置くことができる。
3. 事務ᒁ㛗及び㔜要な職員は、理事㛗が理事会のᢎ認をᚓて任චする。
4. 事務ᒁに関する規定は、理事会のᢎ認をཷけて、理事㛗が別に定める。

（⣽則）

第４１条 この定Ḱに定めるもののか、この法人の事業の㐠Ⴀୖ、ᚲ要な⣽則は、理事会

のᢎ認をཷけて、理事㛗が別に定める。

第ϯ❶ 㝃則

（設立時評議員）

第４２条 この法人の設立時評議員は、次のとおりとする。

設立時評議員 㔝ᑼ ಇ᫂
設立時評議員 㧗ᯇ ఙᖾ
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設立時評議員 㰻⸨ ┤ஓ
（設立時の役員）

第４３条 この法人の設立時理事、設立時理事㛗、設立時ᖖ務理事及び設立時監事は、次の

とおりとする。

設立時理事 㧘ᶫ ᴿ一、ᒸ 㟹ဴ、⛅ඖ ㇏、別ᡤ ᜤ一
設立時理事㛗 㧘ᶫ ᴿ一
設立時ᖖ務理事 別ᡤ ᜤ一
設立時監事 ྂᕝ ຮ

（最ึの事業年度）

第４４条 この法人の最ึの事業年度は、この法人設立の᪥からᖹᡂ２４年 ３᭶３１᪥

までとする。

（設立者）

第４５条 この法人の設立にあたっての、設立者のẶྡ又はྡ⛠は次のとおりとする。

（１）Ặྡ 㧘ᶫ ᴿ一

（２）Ặྡ 別ᡤ ᜤ一

（３）Ặྡ 㧘⏣  ᐶ

（法௧の‽ᣐ）

第４㸴条 ᮏ定Ḱに規定のない事項は、すて一⯡法人その他の法௧にᚑう。

（定Ḱの行࣭ᨵ定）

第４㸵条 この定Ḱは、この法人の設立᪥（ᖹᡂ 23年 9᭶ 29᪥）から行する。 

ᨵゞ᪥:  ᖹᡂ 26年 3᭶ 24᪥ 
ᨵゞ᪥:  ᖹᡂ 27年 7᭶ 3᪥ 
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平成28年度事業報告書

I . スクリ ーニング検査事業

1 . スクリ ーニング検査取扱い目標22,000名に対する結果

•平成28 年度は、 スクリ ー ニング検査目標受診者数22,000 名に対し

22,578名（達成率102.6%)の結果で終了致しました。（前年21,336

名に対し105.8%)大手お客様におきましては、前年同様受診者の確保、

また中小事業者様、 バス事業者様等におきましては、 前年以上の受診者

数を確保出来ました。 しかしJAF会員様及び個人の受診者におきまし

ては前年受診数を確保出来ませんでした。

2. 検資サー ビスの質的向上

①受託件数に応じた、 サ ー ビス内容の充実を脳るための業務体制及び

スム ー ズな検査結果提供の体制の構築。

②業務量に応じた体制を作り繁忙期に向けた適正な人員の配置

③機器を1,050台に増やしたことにより、 受診者及び受診企業様の希望

日時に検査できるよう、 サ ー ビスの向上につながる検査を実施

④大手事業者の年間受診計画に合わせた検査の実施

Il普及促進事業

1普及促進及び支援活動

①各都道府県トラック協会への普及活動及び支援要請の実施

②各都道府県バス協会の助成金交付状況の確認と弊財団の紹介要請

実施。 （地方バス協会10団体訪問）

③大手事業者の年間計画に基づく検査受診の実施

④各受診企業様へできる限り訪問し検査に対するご意見等確認

⑤他社との業務提携による個人会員への受診促進の実施

⑥業務提携先事業者の広報誌掲載により一般個人への受診促進の実施
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2. 普及啓発活動

(1)他団体、 関係機関等が主催する展示会・セミナ ーでPR啓発活動を実

施

①神奈川県トラック協会主催「健康管理研修会」にてSASプレゼン

実施(H28.7.26)

② 「第11回NASVA安全マネ ー ジメントセミナ ー」会場にて出展

を実施。（東京国際フォ ーラム·H28.10.20)

③「睡眠時無呼吸症候群の取組みの重要性と医学的知見について」「設

立5周年感謝の集い」セミナ ー開催(H29.3.6)

以上幣財団の普及啓発活動ならびに検資受診の促進活動を実施致し

ました。

3. 広報活動

(1)ホ ームペ ー ジ、 パンフレット等における広報活動の取り組み

①ホ ームペ ー ジリニュ ー アルにより、幣財団の活動内容紹介、 及び検

盃受診への案内を充実させ、より多くの顧客確保につなげる広報活動

の実施。

②パンフレットリニュ ー アルによるより多くの顧客への広報活動の

実施。

以上
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第 6 期決算公告
平成2 9年6月1 4日

東京都新宿区四谷三丁目2番5
一般財団法人運輸・交通SAS対策支援センタ ー

代表理事 別所恭一

貸借対照表の要旨（平成2 9年3月3 1日現在）

科 目 金 額（円）

資 の 流 動 資 産 50,408,231 

固 定 資 産 8,949,087 

産 部 合 計 59,357,318 

流 動 負 債 16,369,864 

負 正 固 定 負 債 12,562,500 

負 債 合 計 28,932,364 
債 味

及 財 基 金 ゜

指定 正味財産 ゜

び 産 一般 正 味財産 30,424,954 

の

正味財産合計 30,424,954 
部

合 計 59,357,318 
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平成29年度 事業計画一

【概況】

＼ ＼ ＼ 

国土交通省自動車局安全政策課による 自動車運送事業者における 、「睡眠時

無呼吸症候群対策マニュアル」の改訂に続き、 国土交通省自動車局安全政策課

による スクリ ーニング検査をより効果的に普及させる ため、産官学の幅広い関

係者から構成される 「事業用自動車健康起因事故対策協議会」 が設置され、 前

年度に続き平成28年度第1回（平成28年12月22日） 対策協議会が開催

されました。 道路運送 法及び貨物自動車運送事業法の一部改正法案を明記（疾

病運転の防止措置の法律上 明記）の説明等 が行われました。 幣財団 より上田常

務理事が出席しております。 以上の状況を踏まえ、 より一層のSASへの取り

組みが重要視されてきており、幣財団の果たす役割も更に重要になって来る も

のと考えます。

平成29年度は、「新5ヵ年経営 計画」(H29年度～平成33年度）、を策定

し、 当初の「財団 経営の自立化」を掲げ、お客様、 理事、 評議員の方閃のご協

力ならびにご指導の中、 自立運営体制の確立を図る事も出来、 平成29年度に

おいて は、 周りの状況を確認し対応を含め、 安定した経営を目指し、 主体事業

である「SAS スクリ ーニング検査事業」の推進及び、 検査のサ ー ビス向上を

めさし他のスクリ ー ニング検査事業との差別化を園り、進 めて参りたいと考え

ております。

I .SASスクリ ーニング検葦事業

① 平成29年度SASスクリ ーニング検盃受診者 数23,000名の確保

② 機器台数 、 1,050台によるきめの細かいサー ビス、 安定した検査の実施

③ トラック事業者以外の他事業者等 への更なる 普及拡大

④ 繁忙期に向 けた適正人員の配置

II普及促進事業

① 各都道府県トラック 協会・バス協会等の関係団体 との連携に基づく会員

事業者への普及促進 と支援活動の更なる要請

② 実運送事業者様への幅広い普及促進の強化

③ 大手事業者及び受診意向の強 い企業への直接訪問を通じての普及促進

と支援活動の継続 実施

④ 他社との業務提携 (JAF様）の継続促進
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⑤ 運送事業以外の業界及び企業への普及促進と支援活動の継続実施

⑥ 広報活動等を通じての普及促進と支援活動の継続実施

⑦ ホ ー ムペ ー ジ、 事業案内パンフレットのリニュ ー アル等

以上

16



役員報酬支⤥規⛬

一⯡㈈団法人 㐠㍺࣭通㹑㸿㹑ᑐ⟇支࣮ࢱࣥࢭ定Ḱ第２㸵条の規⛬にᇶ࡙き、
役員報酬等の支⤥ᇶ‽を次のとおり定める。

（総 則）

第１条 一⯡㈈団法人 㐠㍺࣭通㹑㸿㹑ᑐ⟇支࣮ࢱࣥࢭのᖖ役員（以ୗ
役員ࠖという。）にᑐする報酬等の支⤥については、この規⛬に定ࠕ

めるとこࢁによる。

（役員報酬）

第２条 役員報酬は、ᮏಧ及びㄪᩚᡭ当とし、ᮏಧは理事㛗が別㏵これを定 

める。

２ ㄪᩚᡭ当はᮏಧに１㸮㸮分の１２をࡌた㢠を支⤥する。

３ ᮏಧ及びㄪᩚᡭ当の支⤥は᭶㢠とし、年間支⤥総㢠は別㏵評議員会

で定める総㢠の⠊ᅖ内とする。

（通ᡭ当）

第３条 通ᡭ当は、職員㈤㔠規⛬に‽ࡌて支⤥する。

（⤥の支⤥᪥及び支⤥方法）

第４条 役員のᮏಧの支⤥᪥は、ẖ᭶２５᪥（支⤥᪥がఇ᪥のሙ合には、㡰  

次前᪥に⧞りୖげる。）とする。

  ２ 新たに役員になった者又は役員でなくなった者のᮏಧは、᪥り計

⟬をもって支⤥する。

（支⤥᪥の特）

第５条 前条第４項の規⛬によるᮏಧの支⤥は、同条第１項に規定する支⤥  

᪥によらないことができる。

（➃数のฎ理）

第㸴条 この規⛬の定めるとこࢁによる支⤥㢠の計⟬において生ࡌたᮍ満 

の➃数は、これをษりୖげるものとする。

㝃則 この規⛬は、ᖹᡂ２４年 ５᭶ １᪥から適用する。
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役員報酬写支給総額の範囲

役員報唇軋等支給規定2条の基づき、評議員会において定める役員の平成29年

度本俸年間総額の範囲は次のとおりとする。

年間総額の範囲 14,840,000円

上記範囲は平成29年4月1日から実施する。
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役員退職៘ປ㔠等規⛬

（┠ ⓗ）

第１条 一⯡㈈団法人 㐠㍺࣭ 通㹑㸿㹑ᑐ⟇支࣮ࢱࣥࢭのᖖ役員（以ୗࠕ役

員ࠖという。）にᑐする退職៘ປ㔠については、この規⛬に定めるとこࢁ

による。

（退職៘ປ㔠の支⤥）

第２条 退職៘ປ㔠は、役員が退職したときにその者に、Ṛஸしたሙ合はその㑇

族に支⤥する。ただし、定Ḱ第２㸴条第１号により解任されたሙ合には支

⤥しない。

（支⤥㢠）

第３条 ᖖ役員にᑐする支⤥㢠は、ᅾ⡠１ࣨ᭶につき、その者の役員報酬等支

⤥規⛬第２条に定めるᮏಧ᭶㢠に１㸮㸮分の２５以内の合をࡌてᚓ

た㢠をᇶ‽とする。

２ 前項の合は、その者のᅾ⡠୰のຌ⦼等を⪃៖して、理事㛗がその㒔度 

決定する。

３ ᅾ任期間が１ࣨ᭶に満たない➃数は、これを１ࣨ᭶にษりୖげる。

（特別ຌປ㔠の支⤥）

第４条 㠀ᖖ役員で特に㈈団にຌ⦼のあった者にᑐし、評議員会の決議によ

り、特別ຌປ㔠を支⤥することができる。

２ 支⤥㢠は、その者のᅾ⡠期間及びຌ⦼等を⪃៖し、評議員会の決議を⤒

て、理事㛗が決定する。

（支⤥方法）

第５条 退職៘ປ㔠の支⤥にあたっては、法௧により᥍除すき㢠を᥍除した

ṧ㢠とし、退職又はṚஸ᪥から１㐌間以内に支⤥する。

  㝃則

この規⛬は、ᖹᡂ２４年 ５᭶ １᪥から適用する。
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